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（様式１－１）
学校法人○○○○設立発起人会決議録
　１　日　　　時　　　　　　　　年　　月　　日　　　午前・後　　　時　　分
　２　場　　　所　　　　東京都　　　　区市　　　　丁目　　番　　号○○学校会議室
　３　設立発起人（全員の氏名を記入すること。）
　４　議　　　案
　　(1)　学校法人○○○○の設立について
　　(2)　学校法人○○○○の学校設置（又は設置者変更）について
　　(3)　設立代表者の選任について
　　(4)　寄附の受領について
　　(5)　設立当初の役員の選任について
　５　議事の経過及び結果
　　　　　　時　　分互選により　　が議長となり、開会を宣して議案の審議に入った。
　　第一号議案　　学校法人○○○○の設置について
　　　　○○氏から寄附行為案を示して法人設立について意見が述べられ、ついで審議に入ったが、次のような発言（質疑応答）があった後、全員異議なく可決した。
　　　　○○氏「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　○○氏「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　第二号議案　　○○学校の設置（又は設置者の変更）について
　　　　○○氏から○○学校を設置（又は設置者の変更）するについて学則、収支予算、校長予定者及び校舎建築設計等の案を示して説明がなされた後審議に入った。
　　　　○○氏「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　○○氏「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　上記のような意見（発言）があり、ついで採決した結果全員異議なく可決した。
　　第三号議案　　設立代表者の選任について
　　　互選の結果○○氏を設立代表者と定め一切の権限を委任することを可決、決定した。
　　第四号議案　　寄附の受領について
　　　○○氏から寄附申込のあった物件は、これを受領することに全員異議なく決定した。
　　第五号議案　　設立当初の役員の選任について
　　　議長より「設立発起人全員が役員就任」の提案があったが、私立学校法の役員選任の規定もあるとの意見があって、審議した結果、次の者が理事及び監事に就任することを異議なく承認した。
　　　理事　○○　○○（第○条第○号）　　理事　○○　○○（第○条第○号）
　　　理事　○○　○○（第○条第○号）　　理事　○○　○○（第○条第○号）
　　　理事　○○　○○（第○条第○号）　　理事　○○　○○（第○条第○号）
　　　監事　○○　○○　　　　　　　　　　監事　○○　○○
　　　以上議案の審議が終わったので、議長は議事終了の旨を述べて　　時　　分閉会を宣した。
　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　署名人（発起人全員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　上記の決議録は、原本と相違ありません。
　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者　　　　　　　　　　　　　印
　（注１）議事の経過の記載にあたっては、形式的に陥ることのないように留意し、発言者の氏名及び発言の要旨等を記載すること。
（様式１－２）
役員等変更届別表
法人コード○○○○○
	
	新　　　　役　　　　員
	旧　　　　役　　　　員

	役職名
	氏　　　　名
	変更
内容
	就任年月日
（西暦）
	備　　　　考
	氏　　　　名
	変更
内容
	退任年月日
（西暦）

	理事長
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	監　事
	
	
	
	
	
	
	

	監　事
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	
	
	
	
	
	

	会計監査人
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　定　数　　　　現　員
理事       　　　　 名 　　　　　 名 　　　　 

	監　事　　　　　　　名 　　　　　 名 　　　　 

	評議員       　　　 名 　　　　　 名 　　　　 

	会計監査人    　　　名 　　　　　 名 　　　　 


　（注）
　　１　「理事長」については、理事長及び理事の欄の両方に記載すること。

　　２　「変更内容」欄は、「就任」「重任」「任期満了」「辞任」「死亡」「解任」「失職」のように記入すること（登記されている文言を使用すること。）。
　　３　変更を行わない役員についても必ず氏名を記入すること（「変更内容」「就任年月日」「退任年月日」欄は、空欄にすること。）。
　　４　「備考」欄は、理事については「校長」、「外部理事」を記入すること。また、評議員については「卒業生」、「法人職員」を記入すること。（いずれにも該当しない場合は、空欄でかまわない。）

（様式１－３）
　誓約書
　１　理事が私立学校法に定める資格に適合することを証する書類（様式１－３－１）
	

	誓　　　　約　　　　書

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　氏　　　名

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　氏　　　名

	

	各理事の資格及び理事の構成について，次に適合していることを誓約します。

	・私立学校法第３１条第１項各号及び第２項に該当しない者であること。
・監事又は評議員を兼ねる者でないこと。
・理事のうちには、私立学校法第３１条第４項各号（校長及び外部理事）に掲げる者が含まれていること。
・理事のうちには、他の２人以上の理事、１人以上の監事又は２人以上の評議員と特別利害関係を有する者が含まれていないこと。
・他の理事のいずれかと特別利害関係を有する理事の数が、理事の総数の３分の１を超えていないこと。

・理事は、他の学校法人の理事又は監事を４以上兼ねていない者であること。

（※）理事長は、他の学校法人の理事長を２以上兼ねていない者であること。

	

	　　　　　年　　月　　日

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者（理事長）　　　　　　　印

	


【注】（※）理事長変更の場合は、記載すること。
１　「学校法人」は、寄附行為認可申請にあっては、設立しようとする学校法人の名称とすること。
２　「設立代表者」は、合併認可申請にあっては合併しようとする各学校法人の理事長、組織変更認可申請にあっては組織変更しようとする当該学校法人の理事長とすること。また、学校法人の理事の就任に係る届出にあっては当該学校法人の理事長とすること。

３　「特別利害関係」は、私立学校法第３１条第６項に規定するものをいう。



４　私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第２１号）附則第２条第２項に規定する経過措置期間中は、「２人以上の評議員」は「３人以上の評議員」と変更することができる。












２　監事が私立学校法に定める資格に適合することを証する書類（様式１－３－２）
	

	誓　　　　約　　　　書

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監事　　氏　　　名

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監事　　氏　　　名

	

	各監事について，次に適合していることを誓約します。

	・私立学校法第４６条第１項各号に該当しない者であること。
・評議員若しくは職員又は子法人役員（監事若しくは監査役又はこれらに準ずる者を除く。）若しくは子法人に使用される者を兼ねる者でないこと。
・監事のうちには、他の監事又は２人以上の評議員と特別利害関係を有する者が含まれていないこと。

	

	　　　　　年　　月　　日

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者（理事長）　　　　　　　印

	


【注】
１　「学校法人」は、寄附行為認可申請にあっては、設立しようとする学校法人の名称とすること。
２　「設立代表者」は、合併認可申請にあっては合併しようとする各学校法人の理事長、組織変更認可申請にあっては組織変更しようとする当該学校法人の理事長とすること。また、学校法人の監事の就任に係る届出にあっては当該学校法人の理事長とすること。

３　「特別利害関係」は、私立学校法第３１条第６項に規定するものをいう。



４　私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第２１号）附則第２条第２項に規定する経過措置期間中は、「２人以上」は「３人以上」と変更することができる。
３　評議員が私立学校法に定める資格に適合することを証する書類（様式１－３－３）

	

	誓　　　　約　　　　書

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評議員　　氏　　　名

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評議員　　氏　　　名

	

	各評議員の資格及び評議員の構成について，次に適合していることを誓約します。

	・私立学校法第６２条第１項及び第２項に該当しない者であること。
・私立学校法第６２条第３項各号に掲げる者が含まれていること。
・評議員のうちに、他の２人以上の評議員と特別利害関係を有する者が含まれていないこと。
・私立学校法第６２条第３項第１号に掲げる者である評議員の数が評議員の総数の３分の１を超えていないこと。
・理事又は理事会が評議員を選任する場合において、当該評議員の数が評議員の総数の２分の１を超えていないこと。

・役員又は他の評議員のいずれかと特別利害関係を有する者並びに子法人役員及び子法人に使用される者である評議員の数の合計が評議員の総数の６分の１を超えていないこと。

	

	　　　　　年　　月　　日

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者（理事長）　　　　　　　印

	


【注】
１　「学校法人」は、寄附行為認可申請にあっては、設立しようとする学校法人の名称とすること。
２　「設立代表者」は、合併認可申請にあっては合併しようとする各学校法人の理事長、組織変更認可申請にあっては組織変更しようとする当該学校法人の理事長とすること。また、学校法人の監事の就任に係る届出にあっては当該学校法人の理事長とすること。

３　「特別利害関係」は、私立学校法第３１条第６項に規定するものをいう。
４　私立学校法第６２条第３項第２号に掲げる者の該当が無い場合は、「私立学校法第６２条第３項各号」は「私立学校法第６２条第３項第１号」と変更することができる。



５　私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第２１号）附則第２条第２項に規定する過　経過措置期間中は、「２人以上」は「３人以上」と、「６分の１」は「３分の１」と変更することができる。
４　会計監査人が私立学校法に定める資格に適合することを証する書類（様式１－３－４）

	

	誓　　　　約　　　　書

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計監査人　　氏　　　名

	

	各会計監査人について，次に適合していることを誓約します。

	・私立学校法第８１条第３項各号に該当しない者であること。


	

	　　　　　年　　月　　日

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者（理事長）　　　　　　　印

	


【注】
１　「学校法人」は、寄附行為認可申請にあっては、設立しようとする学校法人の名称とすること。
２　「設立代表者」は、合併認可申請にあっては合併しようとする各学校法人の理事長、組織変更認可申請にあっては組織変更しようとする当該学校法人の理事長とすること。また、学校法人の会計監査人の就任に係る届出にあっては当該学校法人の理事長とすること。
（様式１－４）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在
　　　　　　　　財　　　産　　　目　　　録　　　 

	

	　資　産　総　額　　金　　　　　　　　　　円（Ａ）

	　　基　本　財　産　　金　　　　　　　　　　円

	　　運　用　財　産　　金　　　　　　　　　　円

	　（収益事業用財産）　金　　　　　　　　　　円

	　負　債　総　額　　金　　　　　　　　　　円（Ｂ）

	　正　味　財　産　　金　　　　　　　　　　円（Ｃ）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ＝（Ａ－Ｂ）


　１　基本財産
　　(1)　土地
	種　別
	 eq \o\ad(所在地,　　　　)
	面積
	 eq \o\ad(○○校,　　　　)
専　　用
	共用
	計
	価　額
	備　考

	 eq \o\ad(校舎敷地,　　　　　)
 eq \o\ad(講堂敷地,　　　　　)
	東京都　　区
（市）　　町
　　番地
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	共用は○○
校との共用

	運　動　場
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	図書館敷地
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	体育館敷地
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	寄宿舎敷地
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	


【注】不動産鑑定士による鑑定書又は売買契約書（写）を添付すること。
　　(2)　建物
	種　別
	 eq \o\ad(所在地,　　　　)
	構　　造
	 eq \o\ad(○○校,　　　　)
専　　用
	共用
	計
	価　額
	備　考

	校　舎
	東京都　　区
（市）　　町
　　番地
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4階建
木造瓦葺ﾓﾙﾀﾙ塗2階建
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	共用は○○
校との共用

	講　堂
	上に同じ
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	運動場
	上に同じ
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	図書館
	上に同じ
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	体育館
	上に同じ
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	寄宿舎
	上に同じ
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	倉　庫
	上に同じ
	上に同じ
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	

	計
	
	
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	


【注】不動産鑑定士による鑑定書、工事請負契約書（写）又は売買契約書（写）を添付すること。
　　(3)　校具、教具、図書及びその他の備品
　　　教具
	種　　　類
	数　　量
	価　　額
	備　　　　　　　考

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	計
	
	円
	


【注】公認会計士による評価書又は売買契約書（写）を添付すること。
　　　校具
	名称又は種類
	数　　量
	価　　額
	備　　　　　　　考

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	計
	
	円
	


【注】公認会計士による評価書又は売買契約書（写）を添付すること。
　　　図書
	種　　　別
	数　　量
	価　　額
	備　　　　　　　考

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	計
	
	円
	


【注】公認会計士による評価書又は売買契約書（写）を添付すること。
　　　その他の備品
	名称又は種類
	数　　量
	価　　額
	備　　　　　　　考

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	計
	
	円
	


【注】公認会計士による評価書又は売買契約書（写）を添付すること。
２　運用財産
　　(1)　預金、現金
	預金種別
	預　　入　　先
	金　　額
	利　率
	摘　　　要

	普　　通
	
	円
	％
	

	定　　期
	
	円
	％
	

	現　　金
	
	円
	
	

	計
	
	円
	
	


【注】残高証明書及び現金保有高証明書を添付すること。

　　(2)　積立金
	種類内訳
	預入又は信託先
　有価証券銘柄
保護預入先
	金　　額
	利　率
	摘　要

	教職員退職給与引当積立金
	
	円
	％
	

	
	
	円
	％
	

	計
	
	円
	％
	


　　(3)　有価証券
	銘　柄
	券面金額
	数量
	利回り又は配当率
	取得年月日
	取得価額又は評価額
	摘　　要

	国　債
	円
	
	％
	
	
	

	
	円
	
	％
	
	
	

	計
	円
	
	％
	
	
	


　　(4)　不動産
　　　　土　　地　　　　　　平方メートル　　　　　　　　　　　円
　　　　建　　物　　　　　　平方メートル　　　　　　　　　　　円
　　(5)　貯蔵品
	種　　　類
	用　　　途
	評　　価　　額
	摘　　　　　要

	 eq \o\ad(事務用消耗品,　　　　　　　)
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


　　(6)　未収金
	種　　　　類
	数　　　量
	金　　　額
	摘　　　　　要

	 eq \o\ad(未収授業料,　　　　　　　　)
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


　　(7)　前払金
	種　　　　類
	数　　　量
	金　　　額
	摘　　　　　要

	年度教材費
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


　３　収益事業用財産
　　(1)　事業用敷地　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　(2)　事業用建物　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　(3)　事業用動産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　(4)　現　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　(5)　事業用積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　４　負債
　　(1)　固定負債

	種　　　　　　　　　類
	数　量
	金　額
	摘　　要


	【長期借入金】
	
	
	

	1.日本私立学校振興・共済事業団
	
	
	

	2.(財)東京都私学財団
	
	
	

	3.　　　　　銀行　　　　支店
	
	
	

	4.学校債
	
	
	

	小　　　　計
	
	
	

	【未　払　金】
	
	
	

	計
	
	
	


　　(2)　流動負債
	種　　　　　　　　　類
	数　量
	金　額
	摘　　要

	【短期借入金】
	
	
	

	1.日本私立学校振興・共済事業団
	
	
	

	2.(財)東京都私学財団
	
	
	

	小　　計
	
	
	

	【前　受　金】
	
	
	

	1.　　年度授業料
	
	
	

	2.　　年度入学金
	
	
	

	【未　払　金】
	
	
	

	小　　計
	
	
	

	1.私立学校教職員共済組合掛金
	
	
	

	2.日本私立学校振興・共済事業団
	
	
	

	　償還分（　　　　年　　月分）
	
	
	

	3.(財)東京都私学財団
	
	
	

	　償還分（　　　　年　　月分）
	
	
	

	4.借用土地（建物）使用料
	
	
	

	　　　　（　　　　年　　月分）
	
	
	

	5.校舎修繕費
	
	
	

	小　　計
	
	
	

	計
	
	
	


　　(3)　借用財産
　　　①　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル
　　　②　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル
（様式１－５）
　　　　　　　　 財産目録総括表
	年　　度
科　　目
	　　　年度末
（申請前々年度）
	　　　年度末
（申請前年度）
	申請時
（　年　月　日）

	一　基　本　財　産
	千円
	千円
	千円

	　１　土　　　　　　地
	
	
	

	　　　　　　　　　校　地
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　　　　　　　　　校　地
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　　　　　　　　　校　地
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	計
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　２　建　　　　物
	
	
	
	
	
	

	　　(1)校　　　　　　舎
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　　(2)図　　書　　　館
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　　(3) eq \o\ad(講堂、体育館,　　　　　　　　)
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　　(4)寄　　 宿 　　舎
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　　(5)そ　　 の 　　他
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	計
	㎡
	千円
	㎡
	千円
	㎡
	千円

	　３　図　　　　　　書
	冊
	千円
	冊
	千円
	冊
	千円

	　４　教具・校具・備品
	点
	千円
	点
	千円
	点
	千円

	　５　そ　　の　　　他
	
	千円
	
	千円
	
	千円

	二　運　用　財　産
	千円
	千円
	千円

	　１　 eq \o\ad(預金・現金,　　　　　　　　)
	千円
	千円
	千円

	　２　積　 　立　 　金
	千円
	千円
	千円

	　３　 eq \o\ad(有価証券,　　　　　　　　)
	千円
	千円
	千円

	　４　土　　　　　　地
	点
	千円
	点
	千円
	点
	千円

	　５　建　　　　　　物
	点
	千円
	点
	千円
	点
	千円

	三　 eq \o\ad(負債額,　　　　　　　)
	千円
	千円
	千円

	　１　 eq \o\ad(固定負債,　　　　　　)
	千円
	千円
	千円

	　　(1)日本私立学校振興・共済事業団
	千円
	千円
	千円

	　　(2)(財)東京都私学財団
	千円
	千円
	千円

	　　(3)住宅金融公庫
	千円
	千円
	千円

	　　(4)市中金融機関
	千円
	千円
	千円

	　　(5)学校債
	千円
	千円
	千円

	　　(6)未払金
	千円
	千円
	千円

	　　(7)退職給与引当金
	千円
	千円
	千円

	　　(8)その他
	千円
	千円
	千円

	　２　流動負債
	千円
	千円
	千円

	　　(1)短期借入金
	千円
	千円
	千円

	　　(2)前受金
	千円
	千円
	千円

	　　(3)未払金
	千円
	千円
	千円

	四　基本財産＋運用財産
	千円
	千円
	千円

	五　純資産（四－三）
	千円
	千円
	千円

	eq \f(総負債（三）－前受金,総資産（四）) × 100
	％
	％
	％


（様式１－６）
○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費並びにその支払計画を記載した書類
	
	年度
	年度
	 eq \o\ad(申請年度,　　　　　)
	年度
	 eq \o\ad(開設年度,　　　　　)
	年度
	年度
	合　計
	備　　考

	高校等設置に要する経費（創設費）
	校　　　　　　地
（うち、造成費）
	㎡
千円
[
 eq \a\ar(㎡,千円)]
	[
]
	[
]
	[
]
	[
]
	[
]
	[
]
	[
]
	

	
	校　　　　　　舎
 eq \o\ad(（基準内）,　　　　　　　　)
	㎡
千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	校　　　　　　舎
 eq \o\ad(（基準外）,　　　　　　　　)
	㎡
千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	図　　　　　　書
	冊
千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	教　　　　　　具
校　　　　　　具
備　　　　　　品
	㎡
千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(新設校の初年度の,　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(経常経費,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支払計画
	 eq \o\ad(自己資金,　　　　　　　　)
	千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(借入金,　　　　　　　　)
	千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(未払金,　　　　　　　　)
	千円
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　)
	千円
	
	
	
	
	
	
	
	


（記入上の注意）
　１　今回申請の高校等設置のための全体計画について創設費及び初年度経常費並びに支払計画を年度ごとに区分して記入すること。
　２　新設校の初年度の経常経費の額は、消費収支予算書の開設年度の新設高校分消費支出の部合計額を記入すること。
　３　既設校から転用する校地、校舎、設備等がある場合はその数量及び価額は創設費欄及び財源欄には記入せず、欄外に備考欄を設け転用すること。
　　　備考　　校地○○㎡○○円　　校地○○㎡○○円　　校地○○㎡○○円
　４　なお、様式１－９により「創設費の算出基礎表」を作成するものとする。
（様式１－７）

創設費の算出基礎表
	年度　　

区分
	年　　度
	
	合計

	校地
	契　約

年月日
	契約相手方氏名

（職業）
	契約物件所在地
	面積
	契　約　金　額

（単価）
	支払（予定）

年　　月　　日
	支払（予定）

金　　　　額
	
	㎡

千円

	
	
	
	
	㎡
	千円

（　千円/㎡）
	
	千円
	
	

	
	計
	㎡
	千円
	
	千円
	
	

	校舎
	種別
	構造
	面積
	金額（単価）
	支払（予定）

年　　月　　日
	支払（予定）

金　　　　額
	摘要
	
	㎡
千円

	
	
	
	
	千円

（　千円/㎡）
	
	
	
	
	

	
	計
	㎡
	千円
	
	千円
	
	
	

	図書
	種別
	冊数
	金額
	単価
	支払（予定）

年　　月　　日
	支払（予定）
金　　　　額
	摘要
	
	㎡

千円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	冊
	千円
	千円
	
	千円
	
	
	

	教具

校具

備品
	種別
	冊数
	金額
	単価
	支払（予定）

年　　月　　日
	支払（予定）

金　　　　額
	摘要
	
	㎡

千円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	冊
	千円
	千円
	
	千円
	
	
	

	合計
	千円
	
	千円


(注）
１　「高校等の設置に要する経費」（創設費）の算出根拠について具体的に記入すること。
２　「校地」の欄は、買収費及び造成費に区分して記入すること。
３　「校舎」の欄中、「種別」の項は建物ごとに区分して、その建物の名称と着工時期、完成予定時期及び設計料を括弧書きで併記し、「構造」の項には、建物の構造及び階数を記入すること。また、「金額（単価）」の項には、工事ごとの内訳も記入すること。
４　校舎、図書、教具等について契約が完了している場合は、「摘要」の項に契約年月日及び契約相手方氏名を記入すること。
５　「合計」の欄には、年度ごとに支払（予定）金額の合計金額を記入すること。
[image: image1.bmp]６　契約が完了している場合は、契約書、領収書等の写しを、契約が完了していない場合は、見積書等の写しを添付すること。
（様式１－８）
○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費の財源の調達方法及びその時期を記載した書類
（単位：千円）
	
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	合　　計

	学生生徒納付金収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(手数料収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(寄付金収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(補助金収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(資産運用収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(資産売却収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(事業収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(雑収入,　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（記入上の注意）
　１　高等学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費に充当する財源の調達方法について、年度及び収入区分ごとにその金額を記入すること。また、併せてその具体的内容を括弧書きで記入すること。
　２　「寄附金収入」を財源とする場合には、寄附申込書及び必要に応じて寄附能力を証明する書類等を、「資産売却収入」を財源とする場合には、売買契約書等の写しを、「補助金収入」を財源とする場合には、補助金を支出する地方公共団体の議会の議決書等をそれぞれ添付すること。
（様式１－９）
年　　月　　日
学校法人　○　○　○　○
　設立代表者　　　　　　　　殿
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　印
寄　附　申　込　書
　　学校法人○○○○設立のうえは、下記のものを寄附いたします。（※）
　　　　　　　　　　　（のために）
１　校　　地　　　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　　　東京都　　区　　丁目　　番　　番　　号所在
２　校　　舎　　　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　　　東京都　　区　　丁目　　番　　番　　号所在
３　教具、校具、図書及び
　　その他の備品　　　ほか　　　種　　　点（財産目録のとおり）
４　現金（現金　　　円也）
※　寄附者が法人の場合には、役員会の決議録等正規の手続きを経たことを証する書類を添付すること。
（様式１－10）
 eq \o\ad(負債償還計画表,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	借入先
	当初借入
金　　額
	借入年月日
	返済期間
及び利率
	申請時
までの
返済額
	申請時
現在の
残高
	借　入　金　に　対　す　る　返　済　計　画
	借入金の使途等

	
	
	
	
	
	
	
	申請年度
	開設年度
	   年度
	   年度
	   年度
	

	申　請　時　現　在　の　負　債　残　高
	日本私立学校振興

・共済事業団
	   千円


	年　月　日


	　年 　％
(据置  年)
	   千円


	  千円


	   千円
（　　）
	   千円
（　　）
	   千円
（　　）
	   千円
（　　）
	   千円
（　　）
	使途：
抵当：

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　　　　銀　　行
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	学　校　債
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	未　払　金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	の借入予定

申請時以降
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合        計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　度　末　残　高　（　元　金　の　み　）
	
	
	
	
	
	

	事業活動収入に対する負債返済額（元金＋利息）の割合
	　　 ％
（    ）
	　　 ％
（    ）
	　　 ％
（    ）
	　　 ％
（    ）
	　　 ％
（    ）
	


･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

注意事項
(１)　法人全体の負債（未払金、申請時以後に予定している負債、短期借入金等を含む。）についての返済計画を年度ごとに作成すること。
(２)　「借入先」、「当初借入金額」、「借入年月日」、「返済期間及び利率」ごとに記載する。
(３)　「申請時までの返済額」には、返済済みの元金を記載する。（千円未満四捨五入）
(４)　「申請時現在の残高」には、「当初借入金額」－「申請時までの返済額」を記載する。（千円未満四捨五入）
(５)　「借入金に対する返済計画」の項には、各年度ごとの返済元金を記載し、利息を括弧書きで記載すること。
この場合、返済元金と利息の合計額を四捨五入し、千円単位とし、つぎに返済元金を四捨五入し、千円単位とし、千円単位の元利合計から円　　　　単位の元金合計を差し引いた額を利息の千円単位の額とする。
　　　＜例＞　　　　　 元利合計額         うち元金         うち利息
　　　　　　○○年度   2,345,432円①      987,654円②      1,357,778円③
　　　　　　① 2,345,432 円  四捨五入  →  2,345千円
　　　　　　②   987,654 円  四捨五入  →    988千円
　　　　　　③    2,345千円  － 988千円  ＝  1,357千円
(６)  年度途中に、認可予定の場合、申請年度には、申請年度中の返済額のうち、法人設立予定日前の返済額について記載する。
設立年度には、申請年度の認可予定日以降の返済額について記載する。
(７)　「借入金の使途等」の項には、借入目的、借入に係る施設の建築費及び抵当物件等を具体的に記載すること。
(８)　「事業活動収入収入に対する負債返済額（元金＋利息）の割合」の欄は、小数点第１位（小数点第２位切捨て）まで記載すること。また、短期借入金及び未払金がある場合は、当該短期借入金等の元金を除く負債返済率を括弧書きで記載すること。
(９)　欄外へ申請前２年度分の借入金返済額（元金、利息、計）及び事業活動収入に対する負債返済額の割合を記載すること。

（様式１－11）

	

	負  債  引  受  承  諾  書

	

	年　　月　　日

	

	

	

	債権者（金融機関）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※１）　住所

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　債務者

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新債務者

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	　　学校法人○○○○設立認可の上は、下記の負債を引継ぐことを承諾します。

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記

	

	

	　　１　　負債額（※２）

	

	

	　　２　　負債の借入目的

	

	

	


　　（※１）　債権者名は、当該借り入れの契約者であること。
　　（※２）　負債額は、財産目録の負債額と同一であること。
　　　※　　　借入を必要とした事情についての設立代表者からの説明書を添付すること。
（様式１－12）
事業計画
　学校法人○○○○事業計画
１　施設、設備の整備計画
	年度
	事　項
	事業規模
	事　業　費
	財　　源
	実施時期
	備　考

	年度
	○○記念館の
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
	土地購入費
	積立金
	年　月
	

	
	建設
	３階建
	　　　㎡
	千円
	着工
	

	
	
	
	千円
	
	
	

	
	
	
	
	
	同年　　　　月
	

	
	
	㎡
	建築費
	
	完成予定
	

	
	
	　（建設
	千円
	
	
	

	
	
	　予定地）
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	
	
	

	
	
	
	千円
	
	
	

	
	
	
	　計
	
	
	

	
	
	
	千円
	
	
	

	
	○○実験設備
	○○実験器
	千円
	積立金
	年　月
	

	
	の購入
	具　　台
	
	千円
	完成予定
	

	年度
	運動用地取得
	㎡
	千円
	借入金
	年　月
	

	
	
	（所在地）
	
	千円
	購入予定
	


２　その他の主要な事業計画

	年度
	事　　項
	説　　　　　　　　　　　　明

	年度
	 eq \o\ad(○○学科の設置,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(授業料の値上げ,　　　　　　　　)
	○○学部○○学科（入学定員　　　名）を設置する。
前年度に比し授業料を　割アップし総額　　千円の増収をはかる。

	
	
	

	
	
	

	
	○○学部の定員増
 eq \o\ad(寄附金の募集,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(給与の改定,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(奨学資金の増額,　　　　　　　　)
	○○学部の入学定員を　　人から　　人に増やす。
創立　　年記念行事として、○○記念館を建設するため、総額　　千円を募集をする。
学生に対する奨学資金を前年度に比して　 千円アップし　 千円とする。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（様式１－13）


（様式1-14）
児童生徒納付金内訳表
（単位　円）
	学校名
	学年
	入学金
	授業料
	
	
	合計
	入学検定料

	
	１年
	
	
	
	
	
	

	○○学校
	２年
	
	
	
	
	
	

	
	３年
	
	
	
	
	
	

	
	１年
	
	
	
	
	
	

	○○学校
	２年
	
	
	
	
	
	

	
	３年
	
	
	
	
	
	


【提出部数】　Ａ４
【記入上の注意】　学則に記載の納付金について、１人当たり年額を種類別に記入すること。

（様式１－15)



(様式１－16)

【学校の位置及び校地、校舎の配置図の概要】（作成例）



＊　校地の面積、所有、借用別に記入すること。

＊　学校が２以上ある場合には、学校ごとの使用区分を明らかにし、校地、校舎面積を団地ごとに作成すること。

＊　校舎が２ケ所に分かれる場合には、本校舎との距離及び所要時間を記入すること。

＊　校舎の面積は、建築中及び建築予定校舎等を含め各棟ごとに次の３要件を記入すること。

　(1) 建物の種類別…校舎、図書館、体育館、講堂、寄宿舎等

　(2) 構　造　別……鉄筋、鉄骨、木造、プレハブ等

　(3) 階　層　別……２階建、３階建等

（様式１－17）
学校法人の概要
	法人の名称
	
	事務所の所在地
	

	 eq \o\ad(既設校,　　　　　)
 eq \o\ad(の内容,　　　　　)
	学　校　名
	学部・学科・課程名
	開設年度
	入学定員
	編入学
定　員
	収容定員
	入学者の入学定員
 eq \o\ad(に対する割合,　　　　　　　　)
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	人


	年次
　人
	人


	倍


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(法人等,　　　　　)
 eq \o\ad(の沿革,　　　　　)
	

	役　　　員
 eq \o\ad(の氏名等,　　　　　)
理　事　数
定数　　人
現員　　人

監　事　数
定数　　人
現員　　人

	氏　　名
	生年月日（年齢）
	最終学歴
	主な職歴等
	常勤・非常勤の別
	寄附行為の選任条項

	
	（理事長）
（理　事）

（理事予定者）
	
	
	
	
	

	
	（監　事）
	
	
	
	
	

	
	（事務局長）
	
	
	
	
	

	評議員等の氏名等
 eq \o\ad(評議員数,　　　　　)
定数　　人
現員　　人

	氏　　名
	職　　　　　　　業
	常勤・非常勤の別
	寄附行為の選任条項

	
	
	
	
	

	　 会計監査人数

　　定数　　人
　　現員　　人
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　（注）
　　１　「既設校の内容」の欄について
　　　(1)　申請時において当該学校法人が設置している学校の状況を記入すること。
　　　(2)「入学者の入学定員に対する割合」の項は、申請年度から過去３年間（高等学校の場合。その他学校の修業年限に応じた年数とする。）の入学定員に対する入学者の割合の平均を小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで記入すること。
　　　(3)「備考」の項には、上記・以外の直近の定員変更の状況を記入すること。
　　２　「法人等の沿革」の欄について
　　　　設置認可及び名称変更関係等の事項について、その時期及び概要を簡潔に記入すること。
　　３　「役員の氏名等」の欄について
　　　(1)　寄附行為の変更により役員を増員する場合は、「役員の氏名等」の項に変更後の内容（定員及び現員の予定）についても併せて括弧書きで記入するとともに、理事予定者について所要事項を記入すること。この場合、選任条項の変更を伴うときは、「寄附行為の選任条項」の項を現行及び変更後に区分して記入すること。
　　　(2)「主な職歴等」の項には、兼務している他の学校法人の役職については全て記入すること。
　　４　「評議員の氏名等」について
　　　　「役員の氏名等」の欄に準じて記入すること
（様式１－18）
　　学校法人の事務組織
（職務内容）
	（　　人）
	
	
	１

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　務　　課
	
	
	２

	
	
	　　 課長○○○○
	
	３

	
	

	
	理
事
会
	
	
	（　　人）
	
	
	１

	
	
	
	
	会　　計　　課
	
	
	２

	
	
	
	　　　　課長○○○○
	
	３

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	（　　人）
	
	
	１

	
	理事長
	
	
	事務局長
	
	
	教　　務　　課
	
	
	２

	
	
	
	　　　　　　  ○○○○
	　　　　課長○○○○
	
	３

	　　　　○○○○
	
	

	
	評
議
員
会
	
	
	（　　人）
	
	
	１

	
	
	
	
	学　　生　　課
	
	
	２

	
	
	
	　　　　課長○○○○
	
	３

	
	
	
	

	
	
	（　　人）
	
	
	１

	
	
	○○学校事務室
	
	
	２

	
	　　　  事務長○○○○
	
	３

	
	

	
	

	
	
	（　　人）
	
	
	１

	
	
	○○学校事務室
	
	
	２

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務長○○○○
	
	３


（注）
　１　申請時現在の状況について作成すること。
　２　作成に当たっては、事務組織に対応してそれぞれ主な職務内容を箇条書きにして略記し、それぞれ部課の実員（課長、事務長を含む専任職員のみ）を併記する。なお、課長、事務長以上の職員については、氏名を併記すること。
　３　学校法人新設の場合は、開設年度の状況について作成すること。

（様式１－19）

	議案第　号

	学校法人○○設立要項

	１ 名　　　　　称
	学校法人　○○

	２ 事務所の所在地
	

	３ 目　　　　　的
	　寄附行為の目的を記載すること

	４ 設置する学校名
	○○学校

	５ 役　　　　　員
	理事　　名　　氏名（理事長予定者）

監事　　名　　

	６ 評　　議　　員
	　　名

	７ 会 計 監 査 人
	　　名

	８ 資　産　総　額
	　円　（正味財産　　　　　　　　　円）

	９　

　資
産
	基
本
財
産
	校　　地
	総　面　積　　　　　　㎡
　　校舎敷地　　　　　 ㎡　
　　そ　の　他　       　㎡　
　

　　　　　　　　　　　
	（寄附者）

住所

氏名



	
	
	校　　舎
	総面積　　　　　　 　               ㎡

（構造）
（内訳） 普通教室       　室　　　　　㎡　 

図 書 室　     　室　　　　　㎡

保健室 　　　　　室　　　　　㎡   

事 務 室       　室　　　　　㎡

便　  所       　箇所　　　　㎡

（大　箇・小　箇）
その他　　　　　　　　　　　 ㎡

	（寄附者）

住所

氏名



	
	
	校具､教具
及び図書
	机、腰掛等
	（寄附者）

住所

氏名



	
	運用財産
	
	寄附者）

住所

氏名

	
	収益事業財産
	
	（寄附者）

住所

氏名



	10　負　　　　債
	円
	


（様式１－20）
寄附行為変更の条項及び事由
　　この法人は、従来、高等学校及び中学校を経営してきたが、今回新たに○○高等学校を設置することとなったので、これに伴い寄附行為を次のとおり変更する。
　
　一　第○条中、第２号に次の１号を加える。
　　　○○高等学校
　　　　　○○の課程　○○科
　　事由


　二　第６条第１項中、「理事５人」を「理事７人」に改める。
　　事由


　三　第18条第２項中、「11人」を「15人」に改める。
　　事由

　四　附則として次の附則を加える。
　　　附　則
　　　　　年　　月　　日付東京都知事認可のこの寄附行為は、　　年　　月　　日から施行する。
（様式１－21）
寄附行為新旧比較対照表
	新
	旧

	　（設置する学校）
	　（設置する学校）

	第４条　この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。
　

　一　○○高等学校　　全日制課程　普通科
　　　××高等学校　　○○制課程　○○科
　二　○○中学校
　　三　○○幼稚園
	第４条　この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。
　
　一　○○高等学校　　全日制課程　普通科
　二　○○中学校
　　三　○○幼稚園

	
	

	　（役員）
	　（役員）

	
	

	第６条　この法人に次の役員を置く。
	第６条　この法人に次の役員を置く。

	　一　理事　　７人
	　一　理事　　５人

	　二　監事　　２人
	　二　監事　　２人

	２　理事のうち１人を理事長とし、理事会において専任する。
	２　理事のうち１人を理事長とし、理事会において専任する。

	　（評議員会）
	　（評議員会）

	第18条　評議員会は、15人の評議員をもって組織する。
	第18条　評議員会は、11人の評議員をもって組織する。

	　　　　附則
	

	　　　 　　　年　　月　　日付東京都知事認可のこの寄附行為は、　　年　　月　　日から施行する。
	

	
	

	
	


　（注）変更に係る条文のみを記載し、変更箇所は朱書き又は傍線を引き明示すること。
（様式１－22）
学校法人○○○○の組織変更に係る寄附行為新旧比較対照表
	新
	旧

	（目的）
	（目的）

	第３条　この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い私立学校を設置することを目的とする。
	第３条　この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い私立学校を設置することを目的とする。

	（設置する学校）
	（設置する学校）

	第４条　この法人は、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。
	第４条　この法人は、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。

	　(1)○○学校
	　(1)○○学校

	
	

	
	

	（理事の選任）
	（理事の選任）

	第８条　理事は、次の各号に掲げるものとする。
	第８条　理事は、次の各号に掲げるものとする。

	　(1)　校長のうちから理事会において選任した者１人
	　(1)　 校長のうちから理事会において選任した者１人

	　(2)　評議員のうちから、評議員会において選任した者３人
	　　 　

	
	

	　(3)　学識経験者のうちから、理事会において選任した者３人
	　(2)　評議員のうちから、評議員会において選任した者３人

	
	

	２　前項第１号及び第２号に規定する理事は、校長又は評議員の職を退いたときは理事の職を失うものとする。
	　(3)　学識経験者のうちから、理事会において選任した者３人

	
	２　前項第１号及び第２号に規定する理事は、校長又は評議員の職を退いたときは理事の職を失うものとする。

	（・・・・・・・）
	

	第○条　・・・・・・・・・・・・・・・・・・、
	

	　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
	

	
	（・・・・・・・）

	
	第○条　・・・・・・・・・・・・・・・・・・、

	
	　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	　　附　則
	・・。

	　　　　年　　月　　日東京都知事認可のこの寄附行為は、　　年　　月　　日から施行する。
	

	
	

	
	


注）
　　１　変更する条文がその条文に１カ所でもあれば、その条について全文を記載する。
　　２　変更する文字は朱書又は朱で傍線を引き明示すること。
　　３　寄附行為変更の条項において記載したことと変更した条文とが矛盾しないようにすること。
（様式１－23）
	議案第　号

	学校法人○○組織変更要項

	１ 名　　　　　称
	新

	
	旧

	２ 事務所の所在地
	新

	
	旧

	３ 目　　　　　的
	　新　寄附行為の目的を記載すること

	
	　旧　寄附行為の目的を記載すること

	４ 設置する学校名
	新　

	
	旧　

	５ 役　　　　　員
	理事　　名　　氏名（理事長予定者）

監事　　名　　

	６ 評　　議　　員
	　　名

	７ 会 計 監 査 人
	　　名

	８ 資　産　総　額
	　円　（正味財産　　　　　　　　　円）

	９　

　資
産
	基
本
財
産
	校　　地
	総　面　積　　　　　　㎡
　　校舎敷地　　　　　 ㎡　
　　そ　の　他　       　㎡　
　
	（寄附者）

住所

氏名



	
	
	校　　舎
	総面積　　　　　　 　               ㎡

（構造）
（内訳） 普通教室       　室　　　　　㎡　 

保健室 　　　　　室　　　　　㎡   

事 務 室       　室　　　　　㎡

便　  所       　箇所　　　　㎡

（大　箇・小　箇）
その他　　　　　　　　　　　 ㎡

	（寄附者）

住所

氏名



	
	
	校具､教具
及び図書
	机、腰掛等
	（寄附者）

住所

氏名

	
	運用財産
	
	寄附者）

住所

氏名

	
	収益事業財産
	
	（寄附者）

住所

氏名



	10　負　　　　債
	円
	


（様式１－24）
役員変更概要
１　就任者
	ふりがな
氏　　名
	
	就任重任の別
	

	就任年月日
	

	住　　所
	

	（代表権の範囲）
	


※「代表権の範囲」は「代表業務執行理事の変更登記届」に添付する場合のみ、記載すること
２　退任者
	ふりがな
氏　　名
	
	退任事由
	

	退任年月日
	


※重任の場合、退任者欄への記載は不要

※「退任事由」欄には「任期満了」、「辞任」、「死亡」、「解任」、「失職」のいずれかを記載すること
（様式１－25）
就任承諾書
年　　月　　日
学校法人
　　理事長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（記名・押印又は署名（自署））
　　学校法人○○○○の理事（監事・理事長・評議員・会計監査人）に下記の任期で就任することを承諾いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日から
　　　　　　任　期
　　　　　　　　　　○年度の定時評議員会終結時まで

（様式１－26）
辞　　任　　届
年　　月　　日
学校法人
　　理事長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（記名・押印又は署名（自署））
　　私こと一身上の都合により理事（監事・理事長・評議員・会計監査人）を　　　　年　　月　　日付けで辞任いたしたくお届けいたします。
（様式１－27）
	議案第　号　

	学校法人○○解散要項

	１　学校法人名
	　学校法人　○○（理事長　氏名）

	２　法人事務所所在地
	　住所　

	３　解散時期
	　　年　　月　　日（認可のあった日）

	４　解散事由
	

	５　清算人予定者
	

	６　資産の処置
	（１）資　　産
　　　資産総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　（内訳）基本財産　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　運用財産　　　　　　　　　　　　　　　円　　

（２）解散及び清算諸経費（予定）　　　　　　　　　　　　円

（３）差引残余財産（予定）　　　　　　　　　　　円

（４）残余財産の処分方法

　　　


	備　　考
	１　学校法人設立認可年月日
　
２　学校法人○○設置校
○○高等学校　　　年　月　日設置認可（高等学校）




（様式１－28）
収益事業概要書
学校法人○○○○
１　事業の目的・概要
　（必要に応じて、事業の概要を説明する資料等を添付すること。）
２　実施主体
３　事業の性質・種類
（東京都の公示する収益事業の範囲内で記載）
４　事業の規模・始終期・収支予定（開始後３年程度）
（学校法人全体の収入も併記すること。その収入には、収益事業からの繰入収入、特定年度にのみ臨時的に生じた収入（資産売却差額等）及び保育事業による収入を除くこと。）
５　事業対象
６　使用する施設・設備・財源
（土地・建物を含む。必要に応じて図面等を添付すること。
　借入金を充てる場合は、返済計画等を添付すること。）
７　その他
－82－











「３　様式１－１３.xlsx」をご参照ください











「４　様式１－１５.xlsx」をご参照ください





保有　校舎木造２階建　1,600㎡





建築中　校舎鉄筋３階建　1,800㎡


（○○.6.1 着工　○○.1.15竣工予定）





Ａ学校校地





○○線○○駅





バス利用10分





9,000㎡　（全部所有）


(実測　9,300㎡)





所在地　○△△○2-1-12





Ｂ学校校地





５km





徒歩７分





所在地　○△○△3-33-3





年度建築予定


校舎鉄筋○階建


　　　　3,000㎡





3,000㎡





－102－









